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１．本手引書におけるＮＰＯの定義                         

ＮＰＯと一口に言っても様々な捉え方がありますが（下図参照）、本手引

書では、ＮＰＯを行政や企業の協働の相手として想定し、次のように定義

します。 

 

 

それでは、市民活動とは何でしょうか？ 

市民活動に関して、平成 13 年に本市が策定した「市民活動促進基本指針」

の定義をもとに、本手引書では次のように定義します。 

 
 
 

ここで言う「公益性を有する」とは、活動の対象が特定されていないこ

とを指しており、法人格の有無や種類等の組織形態で考えるのではなく、

社会的サービスの提供や社会的課題・地域課題の解決など、組織の目的や

活動内容に着目して考えます。 

≪ＮＰＯの概念図≫ 

 

（山岡義典編著「ＮＰＯ基礎講座」（ぎょうせい発行）をもとに作成）  

規模大

規模小

公益性 共益性

ＮＰＯ法人

市民活動団体

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体

社会福祉法人

社団法人

学校法人

財団法人
消費生活

協同組合

＜狭義のＮＰＯ＞

本手引書における

ＮＰＯの範囲

＜最広義のＮＰＯ＞＜広義のＮＰＯ＞

＜最狭義のＮＰＯ＞

～ＮＰＯを知ろう～ 
ここでは、ＮＰＯとはどのような団体なのか、また、その特性は、

といったＮＰＯに関する基本的な概念を学びます。 

NPO
を知る

市民の自主的な参加による自発的な活動で、利益

の獲得を目的としない公益性を有する活動 

市民活動を行う団体。 

例えば、ＮＰＯ法人、ボランティア団体など。 
ＮＰＯ … 

市民活動 … 
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２．ＮＰＯは他の団体と何が違うの？                        

ＮＰＯとそれ以外の団体とは、何が違うのでしょうか。Ｐ.4 で定義した

ＮＰＯは次のような特徴を備えています。 

① 自主性・自発性に基づく活動であること 

ＮＰＯは、社会的使命を持っており、それに共感する人々が自主

的に参加し、自発的に活動を行っています。 

② 不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与する目的を持つ活動であること 

「不特定かつ多数の者の利益」とは、「公益」であるということ

です。ただし、社会的弱者といった特定の方を対象とした活動であ

っても、その結果が社会的課題の解決につながるものは「公益」と

言えます。 

③ 利益の獲得を目的としないこと 

ＮＰＯは、活動によって利益を得たとしても、株式会社のように

利益を分配せず、次の活動に投資しています。なお、職員が労働の

対価として賃金を受け取ることは、利益の分配には当たりません。 

④ 行政機関の一部でないこと 

ＮＰＯは、民間団体として活動しています。 

⑤ 政治活動や宗教活動を主な目的としない活動であること 

ＮＰＯは、宗教の教義を広めて信者を獲得したり、特定の政党を

推薦・支持・反対したりといった活動はしていません。 

⑥ 組織であること 

ＮＰＯは、会則を持ち、代表者や役員を定め、会計処理がきちん

となされるなど、組織的に活動しています。 

⑦ 参加したい市民に対して開かれた活動であること 

ＮＰＯは、活動に参加したい市民に対して、開かれた仕組み（会

員制度やボランティアの参加）を持っています。 
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３．ＮＰＯの良さは何だろう？                             

ＮＰＯは、多様性・柔軟性・専門性など様々な特性を持っており、行政

の持つ公平性や企業の利潤追求といった行動原理にとらわれず、社会的課

題に対して迅速で先駆的な取り組みができます。これらの特性を理解する

ことで、より円滑な協働が可能となります。 

 

① 個別性・多様性 

ＮＰＯは、多様化・複雑化する社会的課題に個別に対応し、独自

の捉え方で活動を展開しており、幅広い分野において多種多様な社

会サービスを生み出しています。 

 
 

② 機敏性・柔軟性 

ＮＰＯは、制度的な枠組みや公平性にとらわれず、時機や状況に

応じて臨機応変にサービスを提供できる機敏性と柔軟性を持って

います。 

 
 

③ 先駆性 

ＮＰＯは、独自の考えで自発的に取り組むことから、行政が制度

的に対応しにくい新しい社会的課題に対して、実験的に取り組むこ

とが可能です。このような先駆的な活動の中には、後に社会の理解

や賛同を得て行政によって制度化される場合もあります。 
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④ 専門性 

ＮＰＯの社会的使命に共感し、職域を越えて様々な経験や専門知

識を持った人材が集まり、自発的な活動が継続的に行われることで、

その活動分野における専門的な知識やノウハウが蓄積され、社会的

課題に対するより高度な取り組みが可能となります。 

 
 

⑤ 社会変革性 

ＮＰＯは、その活動を通じて発見した社会的課題やニーズを解決

するために、新しい公共サービスの必要性を、企業や行政などと異

なる視点から提言し、その活動は社会を変革するきっかけとなり得

ます。 

 
 

⑥ 当事者性・市民の主体性 

活動への参加者には、社会的課題を抱える当事者が含まれること

が多く、自分たちでその課題を解決しようとする当事者性を有する

ため、きめ細かな活動を行うことができます。 
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5.86

4.81

4.24 4.08 3.96
3.62 3.54

2.90 2.77 2.67
2.44

3.133.18

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

7.00

大阪 京都 神戸 福岡 札幌 横浜 仙台 名古屋 広島 埼玉 北九州 川崎 全国

法人数 1,563 703 653 596 756 1,332 367 719 340 338 262 347 39,847

人口（万人） 267 146 154 146 191 368 104 226 117 122 98 142 12,744

単位：団体 / 1万人あたり

 

名古屋市のＮＰＯってどうなっているの？(Ｐ.66～の資料編も参照してください) 

 （１）ＮＰＯ法人数の状況（全国・指定都市・各区）   

平成 22 年 12 月末現在の全国及び指定都市の人口 1 万人あたりのＮＰＯ

法人数をみると、関西の 3 都市（大阪・京都・神戸）が多く、次いで福岡・

札幌となっており、本市は全国平均とほぼ同じ水準となっています。 

また、各区別に分類すると中区・中村区・東区といった中心市街地を持

つ区域(33％)、や千種区・名東区・昭和区などの東部地域(23％)に比較的

多く、地下鉄の沿線に集積する傾向にあります。 

 
表 全国及び指定都市別人口１万人あたりのＮＰＯ法人数 （平成 22年 12月末現在） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：内閣府、愛知県の認証ＮＰＯ法人一覧 
 

表 市内に主たる事務所があるＮＰＯ法人の区別団体数 （平成 22年 12月末現在） 

 
 
 
 
 
 
 
 

資料：愛知県の認証ＮＰＯ法人一覧  

中
千
種

中
村

北
名
東

東
昭
和

緑 西
天
白

南
熱
田

瑞
穂

港
中
川

守
山

全
市

法人数 110 62 58 54 49 43 36 31 28 27 26 25 22 22 22 18 633

人 口
（万人）

7.8 16.0 13.6 16.6 16.1 7.3 10.6 23.0 14.5 15.9 14.1 6.5 10.5 14.9 22.1 16.9 226.4

1万人あた

りの団体数
14.1 3.9 4.3 3.3 3.0 5.9 3.4 1.3 1.9 1.7 1.8 3.8 2.1 1.5 1.0 1.1 2.8
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 （２）ＮＰＯ法人数の年別推移   

市内のＮＰＯ法人の認証件数の推移をみると、認証制度発足当初はそれ

ほど多くはなかったものの、平成 15 年から 18 年にかけて年間 70団体以上

が認証され、平成 19 年以降も年間 60 団体前後が認証されています。一方、

平成17年以降から、法人を解散又は取り消す団体が発生しています。また、

平成 12 年から 10 年間で名古屋市のＮＰＯ法人数は、約 20 倍に増加してお

り、全国平均（15.7 倍）や他の指定都市よりも高い伸び率を示しています。 
 

表 市内に主たる事務所があるＮＰＯ法人の認証年別の推移（※愛知県認証分のみ） 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：愛知県の認証ＮＰＯ法人一覧  

表 全国及び主な政令指定都市のＮＰＯ法人増加率（12 年の認証件数を 100 とした場合） 

 
                      資料：内閣府、愛知県の認証ＮＰＯ法人一覧 

全　国 1,566

札　幌 1,163

横　浜 1,388

名古屋 2,054

大　阪 1,628

100

400

700
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1300
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2200

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

全　国 札　幌 横　浜 名古屋 大　阪

全　国 札　幌 横　浜 名古屋 大　阪

12年 2,544 65 96 35 96

22年 39,847 756 1,332 719 1,563

22/12 15.66 11.63 13.88 20.54 16.28

（単位：法人数、倍率）
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 （３）活動分野別ＮＰＯ法人の状況   

市内のＮＰＯ法人 633 団体（平成 22 年 12 月末現在；愛知県認証分）を

活動分野別（17 分類）に分類すると、上位 6 分野（保健・医療・福祉、学

術・文化・芸術、子どもの健全育成、まちづくり、社会教育、環境保全）

で全体の 4 分の 3 を占めています。 

※ [ ]内は団体数 
 

表 市内に主たる事務所があるＮＰＯ法人の分野別団体数 （平成 22 年 12 月末現在） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：愛知県の認証ＮＰＯ法人一覧 

 

保健・医療・福祉

[250] 39%

学術・文化・芸術

[62] 10%

子どもの健全育成

[59] 9%

まちづくリ

[45] 7%

社会教育

[37] 6%

環境保全

[37] 6%
国際協力

[29] 5%
職業能力・雇用機会

[28] 4%

人権擁護・平和推進

[17] 3%

ＮＰＯの援助
[14] 2%

情報化社会[13]

消費者保護[12]

経済活動[9]

男女共同参画[9]

科学技術[5]

災害救援[4]

地域安全[3]

その他

9%
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 （４）収入規模・構成の状況   

収入規模別の状況をみると、子どもの健全育成、保健・医療・福祉など

の分野では、1,000 万円以上の規模が最も多い反面、学術・文化・芸術、国

際協力の分野では、その半数以上の団体が 100 万未満となっています。ま

た、収入構成別の内訳をみると、全団体の平均では事業収入等が収入全体

の 7 割以上を占める一方、学術・文化・芸術等の分野では入会金や会費の

占める割合が比較的高く、人権擁護・平和推進等の分野では寄付金が、科

学技術等の分野では補助金・助成金の割合が高い傾向にあります。 

表 活動分野別収入規模別団体内訳（平成 20年度）          （単位：％）      

 

表 活動分野別収入構成別団体内訳（平成 20年度）          （単位：％） 

 

6.4%

13.5%

27.4%

27.1%

12.9%

13.1%

18.2%

8.0%

11.0%

14.5%

11.4%

54.0%

36.7%

74.2%

90.1%

82.0%

81.6%

78.6%

76.0%

74.3%

52.0%

54.0%

29.2%

35.6%

45.7%

31.6%

11.5%

12.7%

10.4%

10.6%

20.5%

40.5%

49.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全団体の平均

ＮＰＯの援助

社会教育

職業能力・雇用機会

保健・医療・福祉

環境保全

子どもの健全育成

学術・文化・芸術

まちづくリ

人権擁護・平和推進

国際協力

科学技術

経済活動

入会金・会費 寄付金 事業収入等 補助金・助成金

事業収入等

入会金・会費

寄付金

補助金・助成金

36.8%

22.4%

24.4%

33.3%

42.9%

43.8%

44.8%

45.5%

47.1%

59.6%

61.9%

20.9%

26.5%

20.9%

13.3%

21.4%

18.8%

24.1%

27.3%

23.5%

15.4%

9.9%

20.4%

10.9%

12.5%

10.3%

26.5%

28.6%

34.3%

33.3%

28.6%

25.0%

13.8%

15.2%

23.5%

21.2%

19.0%

5.9%

13.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全団体の平均

子どもの健全育成

保健・医療・福祉

ＮＰＯの援助

人権擁護・平和推進

職業能力・雇用機会

環境保全

社会教育

まちづくリ

学術・文化・芸術

国際協力

100万円未満 100～500万円 500～1000万円 1000～5000万円 5000万円以上

資料：愛知学泉大学馬場英朗研究室 


